
・ 日本でも技術流出事案が発生している現実を知り、危機感を持った。
（商工会関係者）

・ 都市の企業だけではなく、地方の企業の技術も狙われていることを、従業員
にも周知したい。（企業経営者）

・ 従業員が何でも相談できる職場環境づくりに努めたい。（企業役員）
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≪サイバーセキュリティ情報SHIG＠≫デマやフェイクニュースに注意してください。
滋賀県警察本部 警備第一課 077-522-1231（代表）

今、注目のサイバーセキュリティ・経済安全保障に関する情報をお届けします。

RENEWAL

※大津北警察署による講演 ※警備第一課による講演


